
⃝ 皆さまこんにちは、頭取の米本でございます。

⃝ 早速ですが、私より、第１５次 中期経営計画の概要や考え方についてお話しま

す。

⃝ まず、説明資料の３頁をご覧ください。
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22

パーパス／ビジョンの制定について



⃝ 前中期経営計画の総括となります。

⃝ 前中計は「カスタマー・エクスペリエンス」の向上に向けて、４つの基本方針を

掲げて、様々な取組みを進めてまいりました。

⃝ 特にDXに関しては、アプリや法人ポータルの機能強化に加えて、キャッシュレス

事業の高度化や、新事業として「ちばぎん商店」「オンアド」を設立するなど、

大きな変革を遂げた３年間となりました。

⃝ また、当行の重要戦略の一つであるアライアンス戦略においても、提携行との協

力体制を一段と深化させて、トップラインやボトムラインを底上げすることがで

きました。加えて、ソニー銀行との提携という新たな取組みも開始しておりま

す。

⃝ これらの施策を役職員が一丸となって推し進めた結果、前中計で掲げた目標であ

る「連結当期純利益」「連結ＲＯＥ」「単体ＯＨＲ」は、いずれも達成が見込ま

れています。

⃝ ４頁をご覧ください。
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前中計の振り返り

サステナブルな経営を実現します

提携戦略を⾼度化します

お客さまに寄り添い共に進化し続けます

お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます

1,527 1,560 
1,615 1,567 

819 860 845 825

480 496 544
600

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3

2023年3月期に目標とする指標 進捗状況
親会社株主に帰属する当期純利益 600億円 600億円（2022/11開示）

連結ROE 6％台半ば 6.35%（2022/11開示）

単体OHR 50％台前半 49.0％（2022/11開示）

親会社株主に
帰属する当期純利益

経費

業務粗利益

基
本
方
針
Ⅰ

基
本
方
針
Ⅱ

基
本
方
針
Ⅲ

基
本
方
針
Ⅳ ⾏員⼀⼈あたり業務純益︓19.0百万円（2022/11開示）

個⼈のライフプランに
添った提案の実践 住宅ローン⾮対⾯契約化

法⼈ソリューション強化 エリア営業部の新設

アプリ・ポータル機能拡充 キャッシュレス事業拡大

ちばぎん商店の設⽴ オンアドの設⽴

TSUBASAアライアンス
アプリ等のシステム共同化拡大

千葉・武蔵野アライアンス
キャッシュレス加盟店事業等､連携拡大

千葉・横浜パートナーシップ
取引先支援等の連携強化 ソニー銀⾏との提携

サステナブルファイナンスの推進

気候変動に関する開示拡充 DX⼈材の育成

カーボンニュートラル達成への
取組強化

（開示）

達成⾒込み

主要課題における主な成果



⃝ 続きまして、足元の環境認識です。

⃝ 前中計の開始とともに、新型コロナが猛威を振るい始め、人々の価値観や行動様

式は大きく変化してまいりました。銀行業界でも規制緩和が進んだ結果、もはや

銀行という言葉では括れないような様々な事業領域への参入が可能となりまし

た。

⃝ 「私たちの日々の活動が、究極的に何を生み出しているのか」「当行と関わる全

ての方々にとって、ちばぎんグループはどういう存在でありたいのか」それを示

すために、パーパスとビジョンを制定することにしました。

⃝ ５頁をご覧ください。
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環境認識

中期的にどのような
取組みを進めるか︖

地域⾦融機関としての
存在意義・あるべき姿を再検証

パーパス

新・中期経営計画

不可逆的な変化の時代不可逆的な変化の時代

社会の変化社会の変化

個人(消費者)の変化個人(消費者)の変化

政策動向政策動向

千葉県の動向千葉県の動向

地域課題の顕在化地域課題の顕在化

銀⾏グループの
事業ポテンシャル拡大

銀⾏グループの
事業ポテンシャル拡大

ニーズの多様化ニーズの多様化

パーパス・ビジョンの
実現戦略

普
遍
的

機
動
的

 デジタル化の加速
 コロナウィルスとの共生
 気候変動問題の深刻化
 地政学リスクの顕在化

 価値観の変化
 ⾏動様式の変化

 新しい資本主義
 CBDC導⼊の潮流
 規制緩和

 圏央道全線開通(2024年)
 成⽥空港の更なる機能強化(〜2029年)
 世帯数の増加
 ⼈口減少・少子高齢化
 県内の病床不⾜

当⾏グループはなぜ
社会に存在するのか︖

ビジョン
どのような姿を
目指すべきか︖



⃝ パーパスは、「一人ひとりの思いを、もっと実現できる地域社会にする」としま

した。当行グループはこのパーパスのもと、企業としての視座を引き上げ、金融

サービスを中心とした機能的価値に加え、社会的価値の提供を行っていきます。

⃝ 地域の社会的課題解決に貢献をしていくこと、また、豊かなライフスタイルをサ

ポートしていくことが、結果として当行の企業価値を向上させていきます。そし

て、お客さま、職員、投資家などすべてのステークホルダーの思いが叶う場所に

地域が変わっていくことにつながっていきます。

⃝ 「パーパスを実現するために、我々はどういう存在を目指すべきか」、それを示

すものがビジョンであり、「地域に寄り添う エンゲージメントバンクグルー

プ」と定めました。

⃝ パーパスを体現するためには、お客さまへの深い理解、やりがいや成長機会の提

供による職員との強い信頼関係、企業としての成長戦略の共有による株主の皆さ

まとの共感などのつながりが何より重要です。すべてのステークホルダーとのつ

ながりを大切にしていくことで、成長し続ける銀行グループを目指していく、そ

のような思いを「エンゲージメント」という言葉に込めています。

⃝ ６頁をご覧ください。 5
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当⾏グループは、⾦融機能を提供するなどの「機能的価値」に加え、地域の課題解決に貢献するなどの
「社会的価値」を創出するために存在。

変化する時代の中で、地域を「ステークホルダーの思いが叶う場所」へ。

一人ひとりの思い
従業員

機能的価値 社会的価値＋

企業としての視座を引き上げる
ⅰ地域の社会的課題解決への貢献

ⅱ豊かなライフスタイルのサポート
ⅲ共感できる価値観の提供

自己実現を果たす
豊かな生活を送る個人

事業者・投資家 持続的に成⻑する

※地域の社会的課題…コロナ、デジタル化、SDGs、地方創生など、地域社会の持続性に関連する諸課題

【エンゲージメントバンクグループ】
お客さま、従業員、株主などのステークホルダーとの深いつながりを背景とした価値提供をつうじ、地域とともに成⻑し続ける銀⾏グループ

地域に寄り添う エンゲージメントバンクグループ地域に寄り添う エンゲージメントバンクグループ

パーパスパーパス

ビジョンビジョン

一人ひとりの思いを、もっと実現できる地域社会にする一人ひとりの思いを、もっと実現できる地域社会にする

パーパス・ビジョンの制定



⃝ パーパスに向けた社会的価値の提供について、全体像をご説明します。

⃝ 人口減少、少子高齢化、ＤＸ、ＧＸなど様々な社会的課題に対して、当行グルー

プは金融・非金融のサービス提供を通じて、その解決に貢献していきます。

⃝ その結果として、法人や地域、自治体に対しては、域内企業の持続的な成長や雇

用の創出を、個人に対しては所得の増加や、消費の活性化などをもたらし、それ

が豊かなライフスタイルのサポートにつながります。

⃝ こうした社会的課題解決への貢献は、巡り巡って当行グループに収益をもたら

し、企業価値が向上することで、職員のやりがいや報酬が向上し、株主の皆さま

へも利益を還元することが可能になります。

⃝ こうして、すべてのステークホルダーの思いを実現することで共感できる価値観

の提供、すなわち、ファンを増やしていくことができるという考え方を、「社会

的価値の提供」という言葉で表しました。

⃝ 続いて、新中期経営計画について説明します。８頁をご覧ください。

6
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ステークホルダーへの社会的価値の提供

社会的課題
社会変化 地域の社会的課題解決

企業価値の向上

など

+

⼈口減少

少子高齢化

価値観の多様化

⾏動様式の変化

ＤＸへの対応

ＧＸへの対応

ちばぎんグループの
ソリューション

地域の社会的課題解決の結果として当⾏グループの企業価値を向上させ、
すべてのステークホルダーの思いを実現し、ファンを増やす。

配当

やりがい・報酬

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
向
上

域内企業の
持続的成⻑ 雇用創出

所得の増加 消費の活性化

⾦融サービス

⾮⾦融サービス
豊かなライフスタイル

共感できる
価値観の提供

=ファンを増やす

投資家

職員

法⼈
自治体

個⼈
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77

中期経営計画について



⃝ 第１５次中期経営計画「エンゲージメントバンクグループ ～フェーズ１～」の

概要です。中計はパーパス・ビジョンに向けた、今後３年間の実現戦略という位

置づけとなります。

⃝ 新中計では、取組指針を「お客さま中心のビジネスモデルの進化」とし、３つの

基本方針として「最高の顧客体験の創造」「既存事業の質の向上」「新たな価値

の提供」を掲げています。また、それを支える５つの「価値創出の基盤」、つま

り重点的に取り組む課題を「ＤＸ」「ＧＸ」「アライアンス」「人的資本」「グ

ループ・ガバナンス」としました。

⃝ また目標とする５つの財務指標として、「連結ＲＯＥ７％台前半」「連結 当期

純利益７５０億円」「連結 業務純益１,２００億円」「連結Ｔｉｅｒ１比率

１０.５％～１１.５％」「連結ＯＨＲ４５％程度」を掲げており、その先となる

２０３０年度には連結当期純利益１,０００億円、連結ＲＯＥ８％程度を目指し

ます。

⃝ ９頁をご覧ください。

8
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第15次中期経営計画の概要

基本方針Ⅱ︓既存事業の質の向上基本方針Ⅱ︓既存事業の質の向上

ＤＸＤＸ

基本方針Ⅲ︓新たな価値の提供基本方針Ⅲ︓新たな価値の提供

ＧＸＧＸ アライアンスアライアンス

取組指針︓お客さま中心のビジネスモデルの進化

お客さまの課題を解決するため、
ソリューションの質をより⼀層高める。

新たな事業領域への参⼊により、
お客さまにこれまでにない価値を提供する。

■「価値創出の基盤」を拡充

人的資本人的資本 グループ･ガバナンスグループ･ガバナンス

第１５次中期経営計画 エンゲージメントバンクグループ 〜 フェーズ１ 〜名称

基盤Ⅰ 基盤Ⅱ 基盤Ⅲ 基盤Ⅳ 基盤Ⅴ

目標とする
財務指標

親会社株主に帰属する当期純利益

連結ＲＯＥ ７５０億円
７％台前半

(計画期間︓２０２３年４月 〜 ２０２６年３月）

２０３１年３月期に目指す⽔準

親会社株主に帰属する
当期純利益

１,０００億円

■ 地域への社会的価値の提供をつうじた「サステナビリティ経営」の実践

当⾏Gの発展

基本方針Ⅰ︓最⾼の顧客体験の創造基本方針Ⅰ︓最⾼の顧客体験の創造

連結業務純益

１,２００億円
連結OHR

４５％程度

連結普通株式等Tier１⽐率※

１０.５％〜１１.５％

連結ＲＯＥ
８％程度

※バーゼルⅢ最終化完全実施ベース
（有価証券評価差額⾦除き）

フェーズ２〜

一人ひとりの思いを、
もっと実現できる
地域社会にする

取
組
方
針

基
盤

さまざまなデータを活用し、パーソナライズした提案を⾏う。
リアル・リモート・デジタルの最適なチャネルを提供する。



⃝ 新中計では、成長戦略と構造改革を両面で進めることにより、計画達成を目指していき

ます。

⃝ 成長戦略では、まずインフラへリソースを投下します。アプリやポータルといったデジ

タルプラットフォームに加え、リモートチャネル、さらには、新規出店や店舗機能見直

しによる、お客さまとの接点となるチャネルの充実を図ります。

⃝ インフラへの投資と並行して、お客さまの課題を解決する専門人員を、質・量ともに充

実させます。人員は人材育成を中心に、再配置や中途採用などによって確保し、お客さ

まの課題に対し、多様なソリューションを提供できる体制を整えると共に、本部・営業

店職員の提案力及び解決力を強化していきます。

⃝ 加えて、新事業へもリソースを投下します。キャッシュレス事業やちばぎん商店、不動

産ファンドなどの新たな取組みに加え、広告、ＢａａＳなど、これまで銀行が取り組ん

でこなかった事業や、新会社を設立する電力事業への参入など、ヒト・モノ・カネのリ

ソースを戦略的に投下し、収益を生み出すスキームを構築していきます。

⃝ それにより生まれた利益を元に更なるリソース投下をしていくことで成長の好循環を形

成します。

⃝ また、これらを支える構造改革として、グループ戦略部、営業統括部、デジタル戦略部

を新設するなど、組織態勢を強化します。

⃝ １０頁をご覧ください。

9
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成⻑戦略・構造改⾰

成⻑戦略と構造改⾰により、⽬標の達成に向けて推進

構造改⾰

営業統括部

多様な営業部門の
横断的管理

営業エリア毎の
戦略策定

営業担当者の
⾏動管理改⾰

各事業領域のポテンシャルを最大限に発揮させるガバナンス改⾰、グループ組織⼒の向上

グループ戦略部

専担部署による
ガバナンス強化

グループ会社の
ポテンシャル発揮

グループリスク等の
⼀体管理

デジタル戦略部

デジタル事業の
垂直統合

データ分析
⼈材開発

生産性の変⾰

成⻑戦略 デジタルの利便性・リアルの専⾨性を活かした既存事業の深化、⾮⾦融を含む新規事業への挑戦

リソースの投下
チャネルの充実

ヒト

モノ

カネ

成⻑⽀出による
サービス向上

利益による
更なる成⻑⽀出

お客さま中心のビジネスモデルの進化
（詳細はP17〜）

One to Oneマーケティングによる
一人・一社あたりの粗利向上
・貸出の増加（県外6%・県内成⻑エリア3%）
・⼿数料増強（利便性・専門性の追求）

既参⼊事業のマネタイズ強化、更なる新事業への種まき

本部専門⼈員の体制強化

営業店提案⼒の底上げ

サービスラインナップ拡充

新事業の創出

⼈材再配置 370名
⼈材育成 280名 等

コールセンター強化
新規出店・機能⾒直し 等

戦略的投資 160億円
新施策経費 140億円



⃝ 続きまして、計数計画についてご説明します。

⃝ 中計最終年度となる２０２６年３月期は、業務粗利益が前期の開示計数から

３７３億円増加の１,９４０億円、経費は５４億円増の８８０億円、当期純利益

は１５０億円増加の７５０億円を計画します。

⃝ 右上のグラフの通り、既存事業の磨き込みを行いながら、デジタルを含む新事業

の収益貢献を加速させることで、２０３１年３月期には当期純利益１,０００億

円を目指します。

⃝ なお、この計画における金利前提は次ページに記載しておりますが、日銀の金融

政策は昨年１２月のＹＣＣ枠組み変更までを織り込み、円金利は中計期間中の横

ばい推移を前提としています。仮に、日銀がＹＣＣ撤廃・マイナス金利解除をし

た場合、連結当期純利益に５０億円程度のプラス効果があると見込んでいます。

⃝ １１頁をご覧ください。

10
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600 

750 資⾦利益
+117 

役務
+120 

その他
+135 

連単差
+5 経費

▲54 与信費用
▲54 株式関係

損益
▲25

年⾦処理他
▲22 税⾦

▲70

2023/3
（開示）

2026/3
（計画）

うち債券入替に伴う
売却損の反動増＋125

(億円） 増減

業務粗利益 1,567 1,940 373
資⾦利益 1,359 1,476 117
役務取引等利益 279 400 120
その他業務粗利益 △ 71 63 135

うち債券関係損益 △ 132 21 153
経費（△） 825 880 54
実質業務純益 741 1,060 318

コア業務純益 873 1,039 165
除く投資信託解約損益 819 1,004 185

業務純益 767 1,058 290
臨時損益 32 △ 42 △ 74

うち株式等関係損益 75 50 △ 25
経常利益 800 1,016 216
当期純利益 570 715 145

与信関係費用（△） 25 80 54

連結業務純益 837 1,200 362
親会社株主に帰属する当期純利益 600 750 150

2023/3
(開示）

2026/3
（計画）

連結

単体

（億円）

第１５次 中期経営計画 計数計画

600 

750

1,000 

2023/3 2026/3 2031/3

(億円)

親会社株主に帰属する当期純利益･ROE推移

新事業・デジタル

既存事業磨き込み

（開示） （計画）

既存事業に加え、新事業･デジタルも当期純利益の成⻑に貢献

増益効果
＋50億円

（2026/3期 ⾒込額）

増益効果
＋50億円

（2026/3期 ⾒込額）

（計画）

親会社株主に帰属する
当期純利益

YCC･マイナス⾦利
が解除された場合

ROE 2023/3 2026/3 2031/3

株主資本基準 6.35% 7%台前半 8%程度

東証基準 5.58% 6%台半ば 7%程度



⃝ 資金利益は、２０２３年３月期プラス１１７億円の、１,４７６億円を計画して

います。

⃝ 貸出金利の上昇が見込まれる事業法人向け貸出で大きく増加させるほか、住宅

ローン、無担保ローンに関しても利回り低下をボリューム増加で補い、資金利益

を引き上げていきます。

⃝ １２頁に前提となる貸出金残高や利回り推移を記載しておりますので、後程ご参

照ください。

⃝ １頁飛ばして、１３頁をご覧ください。

11
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1,303 

1,402 
事業者向け

貸出
+101

住宅
ローン
+10

無担保
ローン
+17

⽇銀付利他
▲29

2023/3

(開示）

事業者向け貸出 住宅ローン 無担保ローン ⽇銀付利他 2026/3

（計画）

資⾦利益 ①

+98

(億円） 増減
資⾦利益 1,359 1,476 117

円資⾦利益 1,303 1,402 98
預貸⾦利息 996 1,126 129

貸出⾦ 1,000 1,129 129
うち事業法⼈向け貸出 529 630 101
うち住宅ローン 366 376 10
うち無担保ローン 95 112 17

預⾦+NCD        (△) 3 2 △ 0
有価証券利息配当⾦ 264 257 △ 6

うち債券 28 38 10
うち株式配当⾦ 100 99 △ 1
うち投信 125 110 △ 14

うち解約益 54 35 △ 18
その他（市場運用調達等） 42 18 △ 23

うち⽇銀当預 13 9 △ 4
20 0 △ 20

外貨資⾦利益 55 74 18

資⾦利益（除く投信解約益） 1,305 1,440 135
投信解約益 54 35 △ 18

2026/3
（計画）

2023/3
（開示）

うち⽇銀特別付利

増加額 ボリューム
要因

利回り
要因

事業者
向け +101 +74 +27

住宅
ローン +10 +35 ▲24

無担保
ローン +17 +19 ▲2

合計 +129 +129 ▲0

円貨貸出⾦ 資⾦利益の増減要因

円貨 資⾦利益 増減

⽇銀特別付利が剥落するものの、強みである預貸⾦利息を大きく伸ばすことで、増収を計画

2023/3
(開示）

2026/3
(計画）

円貨
O/N -0.05%

2年国債利回り 0.05%

10年国債利回り 0.50%

TIBOR 3M 0.07%

⾦利前提（2026/3期平均）

外貨
FFレート 3.12％

米2年国債利回り 3.05％

米5年国債利回り 3.22％

米10年国債利回り 3.31%

円貨⾦利 横ばい
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資⾦利益 ②

95,459
99,369 104,382 108,931

113,060

127,068

1.01%

0.96%
0.93%

0.91%
0.88% 0.88%

2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2026/3

(億円)

△2bp

△4bp

△3bp
△2bp

59,721 
71,560 

81,000

0.81%
0.74% 0.78%

2020/3 2023/3 2026/3

(億円)

36,323 
39,121 

43,100 

1.05%
0.95% 0.89%

2020/3 2023/3 2026/3

(億円)

1,704 
1,950 

2,360 

5.59%
5.04% 4.95%

2020/3 2023/3 2026/3

(億円)

年率*
+4.1％

年率*
+3.4％

年率*
+10.4％

+6.2％
+4.2％

+2.5％ +3.2％ +4.5％
+6.5％

事業法⼈向け貸出は利回りの上昇に転じ、円貨貸出⾦全体でも利回りは下げ⽌まりを⾒込む

(⾒込) (計画)

(⾒込) (計画) (⾒込) (計画)

円貨貸出⾦ 平残・利回り 円貨貸出⾦ 残⾼・利回り

事業者向け

無担保ローン住宅ローン

下げ止まり
+0bp

上昇
+4bp

下落ペース
鈍化

▲6bp

下げ止まり
基調

▲8bp

(⾒込) (計画)
＊増加率（年率）は、3年間の平均増加率を年率換算したもの

※財務省貸出を除く



⃝ 役務取引等利益は、１２０億円増加の４００億円を計画しています。

⃝ 伸び悩んでいた預かり資産関連は、新提案ツールやアプリ投信機能を追加するこ

とで、回復を計画しています。

⃝ 順調に増加してきた法人ソリューション関連においても、ファイナンス・非ファ

イナンスいずれにおいても成長を見込みます。

⃝ また、前中計ではコロナ影響で想定ほど伸びなかったキャッシュレスに関して

は、今年１０月にカード事業の組織再編を行うなどの各種施策を進めることで、

４０億円の増益を計画します。

⃝ １４頁をご覧ください。
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42 29 32
51

32

15 16

18

22

26 11

21

5

6
4

8

103

77
67

105

2017/3 2020/3 2023/3 2026/3

(億円)

増減
役務取引等利益 279 400 120
＜主な内訳＞
うち預かり資産関連 67 105 37

うち投信⼿数料 32 51 19
うち年⾦・⼀時払終⾝保険⼿数料 16 18 1
うち平準払保険⼿数料 11 21 9
うち⾦融商品仲介⼿数料 4 8 3

うち法⼈ソリューション関連 144 175 30
ファイナンス収益 112 134 21
⾮ファイナンス収益 31 40 8

うち信託・相続関連 16 22 5
うちキャッシュレス関連 18 58 40

うち本体加盟店事業 2 11 8
うちVISAデビットカード 7 13 6
うちJCB本体化分（増加分含まず） 0 19 19

うち新事業収益 0 5 5
うち⼿数料新設・改定 0 14 14
うち為替関連 124 129 4
うちローン関連⼿数料 △ 121 △ 141 △ 20

（億円）
2026/3
（計画）

2023/3
（開示）

法⼈ソリューションの伸⻑・預かり資産関連の回復により、役務取引等利益は400億円を計画

役務取引等利益

279 

400 

⾦融商品販売
+37

法⼈
ソリューション

+30

信託･相続
+5

キャッシュレス
+40

新サービス他
+29

団信･保証料他
▲20

2023/3 金融商品販売 法人ソリューション 信託･相続 キャッシュレス 団信･保証料他 新サービス他 2026/32023/3 2026/3
(開示) (計画)

+120

役務取引等利益

法人ソリューション収益

※今回より、経営承継の計上項⽬を信託・相続関連から法⼈ソリューション関連に変更（過去に遡って変更）

52
81

112
13412

19

31

40

64

100

144

175

2017/3 2020/3 2023/3 2026/3

(億円) ⾮ファイナンス
+8

ファイナンス
＋21

預かり資産収益

年⾦･
⼀時払終⾝保険

+1
投資信託

+19

⾦融商品仲介
+3

平準払保険
+9

(計画)(開示) (計画)(開示)

住宅ローン取扱増加に伴う
団信･保証料増加
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825 

880 

⼈件費
+7

新紙幣対応他
+20

施策経費
+52 経費削減

▲24

2023/3 人件費 新紙幣対応他 施策経費 経費削減 2026/32023/3 2026/3
(開示) (計画)

(億円） 増減
与信関係費用（△） 25 80 55

⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額（△） △ 26 2 28
不良債権処理額（△） 51 78 27

83 96 13
うち新規発生（△） 80 95 15
うち既先（△） 8 7 △ 1
うち回収等 4 12 8

償却債権取⽴益 32 18 △ 14

与信費用⽐率（△） 2bp 5bp －

2026/3
（計画）

貸出⾦償却・個別貸倒引当⾦純繰⼊額等 (△)

2023/3
（開示）

109

87

65
80

95

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2026/3

(億円)

与信関係費用･同⽐率 推移

戦略的支出で経費増も、トップライン拡大によりOHRは⼀段と低下

2026/3
(計画) 増減

経費 (△) 825 880 55

⼈件費 (△) 393 400 7

物件費 (△) 371 413 42

税⾦ (△) 61 67 6

【参考】連結経費 893 944 51

OHR(連結) ※ 48.4% 45%程度 -

(億円）
2023/3
（開示）

※ 経費 ÷（業務純益－債券関係損益等＋⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額＋経費）

経費・与信関係費用

・ベア・賞与引き上げ
・雇用形態、給与形態⾒直し

・デジタルインフラ整備
・⼈的投資の拡充

与信関係費用は｢予防的引当｣除きの従来⽔準と同程度を想定

95 104

71

25

80

6 6

2

8 9
6

2
5

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2026/3

(bp)

経費の主な増減要因 不良債権 新規発生

22 32 37

与信関係
費用⽐率
予防的

引当除き

与信関係
費用

うち、
予防的引当

(億円)

(計画)(開示) (計画)(開示)

22 18 20

393 
400 

定期
昇給
+24

施策
経費
+13

⼈員構成
変化
▲28

その他
▲2

2023/3 2026/3
(開示) (計画)

⃝ 経費は、全体でプラス５５億円の８８０億円を計画しています。

⃝ 人件費は、これまでも定期昇給などを実施してきましたが、これに加えてベアや

賞与の引き上げなど、１３億円の追加支出を織り込みました。人員構成の変化に

よる減少などとネットすると、トータルではプラス７億円の支出増を計画しま

す。なお人件費につきましては、経済環境や社会情勢などを踏まえながら、今後

も継続的に見直しを図っていく方針です。

⃝ また、デジタルインフラ整備や人的投資の拡充などの新規施策による５２億円の

経費増加も見込みますが、経費増加以上のトップライン拡大を実現することで、

ＯＨＲは一段と低下することを見込みます。

⃝ 与信関係費用は、ここ最近は毎年実施している「予防的引当」を除いた与信関係

費用比率が平均すると５ベーシスであることから、同程度を見込んでいます。

⃝ １５頁をご覧ください。

14



⃝ 資本戦略につきましては、ターゲットとする自己資本を「バーゼルⅢ最終化完全

実施、有価証券評価差額金除きのＣＥＴ１比率」として、１０.５％～１１.５％

のレンジでコントロールすることを基本方針とします。

⃝ 期間利益により積みあがった自己資本をまず成長投資に充当して、成長投資分に

見合った自己資本を確保し、適正な自己資本を維持したうえで、余剰分を、株主

還元していくことを検討してまいります。

⃝ なお、配当に関しては、３５％を上回る水準として、長期的には４０％を目指し

ます。通常のリスクアセット積み上がりとなった場合には、総還元率は５０％程

度となることを想定しています。

⃝ また、適正な自己資本水準を維持しつつ、RORAを改善することで、ROEを高める

戦略をとってまいります。

⃝ 続きまして、新中計における基本方針についてご説明します。１７頁をご覧くだ

さい。
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・役務取引等利益の増強
・⾼RORA資産への投資、低RORA資産の抑制
・役務取引等利益の増強
・⾼RORA資産への投資、低RORA資産の抑制

6 7 7.5 7.5 8 8 9 11 137 7 7.5 7.5 8 10 11 13 15

36.6 38.8

51.2 47.9 54.0 48.6

29.9

41.7
50.6

19.1 20.8 22.9 22.0 24.5 28.1 29.9 32.6 34.0

'15/3 '16/3 '17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

資本戦略・投資計画

2023/3⾒込 期末

当期
純利益

インオーガ
ニック投資 資産

積上げ
株主
還元

資本運営の目線

戦略的投資・ＩＴ投資の促進

CET1⽐率*を10.5%〜11.5%にコントロールし、配当性向の向上を⽬指す

株主還元方針

上期
配当

下期
配当

連結
配当性向

連結
総還元
性向

配当性向︓35%を上回る⽔準
⻑期的には40%を⽬指す

必要資本⽔準のレンジ内で
機動的に自己株式取得を実施

ROE向上
11.5%

10.5%

ターゲット
レンジ 適正⽔準

CET1⽐率*のターゲット

追加の株主還元

資本の蓄積

RORA向上

自己資本の
適正⽔準維持

11%台
半ば

(円)

(%)

＊CET1⽐率はバーゼルⅢ最終化完全実施有価証券評価差額⾦除き

前中計 現中計 次期中計 現中計⽐
389 301 340 +39

（500） （403） （340） （▲63）
78 75 160 ＋85

（150） （130） （160） （+30）
71 62 114 ＋52

（115） （100） （114） （+14）
7 12 46 ＋34

（35） （30） （46） （+16）
104 85 180 ＋95

（150） （120） （180） (＋60)
207 142 ー ▲ 142

（200） （153） ー (▲153)
（）内は計画値

維持・法制度対応

本部棟建替え

（単位︓億円）

投資合計（単体）

戦略的投資

システム

建物・事務機器

成⻑投資
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基本方針について



⃝ 新中計の取組指針である「お客さま中心のビジネスモデルの進化」のねらいは、

商品・サービス提供の「視点を変える」ことにあり、具体的には４つのことを実

現します。

⃝ 一つ目は、銀行の都合で商品を販売するのではなく、一人ひとりにあった最適な

提案をしていくこと、二つ目は、商流の川上に立った提案です。

⃝ これまでのサービスは、お客さまが「家を買いたい」「車を買いたい」など、具

体的なニーズを持った段階でお客さまとの接点を持つことがほとんどでしたが、

今後は取引や行動に関するデータ活用を強化することにより、お客さま一人ひと

りに対するＯｎｅ ｔｏ Ｏｎｅマーケティングを実現し、お客さまがまだ気づい

ていない潜在的なニーズにも働きかけることで、提案の幅をより一層広げていき

ます。

⃝ 続いて三つ目は、地域商社や広告事業などの非金融事業拡大によるサービスの差

別化、四つ目として、リアル・リモート・デジタルのチャネルを整備し、お客さ

まとの最適なタッチポイントを作っていきます。

⃝ これらの取組みにより、お客さま一人ひとり、一社一社にあった最適な提案を最

適なタイミングで実現します。

⃝ １８頁をご覧ください。
17
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取組指針（お客さま中心のビジネスモデルの進化）

従来のビジネスモデルにおける課題や顧客ニーズの変化

④ 価値観・⾏動様式の変化② 顕在化したニーズへの提案 ③ ⾦融サービスのコモディティ化① プロダクト中心の提案

お客さまが選べる
最適なタッチポイントの構築

お客さまが選べる
最適なタッチポイントの構築

お客さまのニーズに沿った
⾮⾦融サービスの拡充

お客さまのニーズに沿った
⾮⾦融サービスの拡充

最適なパーソナライズ提案による
クロスユース拡大

最適なパーソナライズ提案による
クロスユース拡大

お客さまのニーズに先回りし、
商流の川上に⽴った提案

お客さまのニーズに先回りし、
商流の川上に⽴った提案

コンサルファームのような専⾨性を追求

つながる機能の拡充
すすめたくなる／ファンになる
銀⾏へ

デジタルバンクのような利便性を追求

【個⼈】お⾦に関する総合コンサル
【法⼈】経営者の補佐役

お客さま中心のビジネスモデルの進化 ＝ 商品・サービス提供の「視点を変える」

住宅ローン

事前与信 デジタルの利便性とリアル
の付加価値を兼ね備えた
ハイブリッドチャネル

レコメンドお客さまにあった商品を最適なタイミングで提案

クロスユース
拡大

住宅コンシェルジュ

⾞のコンシェルジュ

地域商社

広告事業

電⼒事業

…

更なる新事業

One to One マーケティング

マイカーローン

ニーズの顕在化

取引データ

⾏動データ

世帯情報

デジタルマーケティング事業

創業資⾦ アドバイザリー 事業再構築 ＩＰＯ支援

エンゲージメント
向上

ライフステージに応じた提案
教育ローンキャッシュレス 資産運用 住宅ローン

事業ステージに応じた提案

ニーズ喚起

リアル

リモート

デジタル



⃝ 中計により実現するカスタマージャーニーです。左から右に向かって、想定され

る顧客体験とお客さまが当行に抱く感情の移り変わりを表現しています。

⃝ 個人では、アプリを通じた利便性の高いサービスを提供することで、日常的な金

融取引が増えていきます。取引の結果として蓄積される様々なデータを活用する

ことで、お客さまにあった情報やサービスを提供することが可能となり「ちばぎ

んは自分のことをよく分かっている」と感じてもらえるような関係性を築いてい

くことができます。こうした関係性を築くことで、ライフイベントなどにおいて

商流の川上で提案できる機会・接点をしっかりと持ち質の高い提案をリアル・リ

モートで行うことで、お客さまのエンゲージメントを高め、ファンを増やしてい

きます。

⃝ ライフステージに応じたパーソナライズ提案を的確に行うこと、Ｏｎｅ ｔｏ Ｏ

ｎｅマーケティングにより、お客さまのニーズが顕在化する前に幅広くアプロー

チを行うこと、非金融を含めた様々なサービス、特に生活関連のくらしとつなが

るサービスを拡充することでカスタマージャーニーは深みを増し、お客さまに

「わが家は何かとちばぎん」と感じていただけるような関係を構築します。

⃝ １９頁をご覧ください。 18
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個人のカスタマージャーニー

⾦融サービスが
便利で使いやすい

私・私の家族のことを
わかってくれている

決済

お⾦の管理

振込

納税･支払

キャッシュレスキャッシュレス

アプリアプリ

私に役⽴つ情報をくれる

日常生活でも役に⽴つ

いつでもどこでも
相談しやすい

店舗･渉外店舗･渉外

お⾦の心配 住宅購⼊

子育て 終活
住宅情報住宅情報 ⾦融教育⾦融教育

ちばぎんが
好きになった

もっとちばぎんを
利用したい

経済的安心

豊かな⽼後

パーソナライズパーソナライズ

ＣＦ･ＥＣサイト(地域商社)ＣＦ･ＥＣサイト(地域商社)

住宅コンシェルジュ住宅コンシェルジュ

カーコンシェルジュカーコンシェルジュ

リモート⾦融コンサルリモート⾦融コンサル

充実した生活

もしもの備え

コンサルティング提案

保険提案アドバイザー保険提案アドバイザー

PB（富裕層）PB（富裕層）

相続プロフェッショナル相続プロフェッショナル

住宅ローン専門⼈員住宅ローン専門⼈員

ちばぎん証券ちばぎん証券

外部連携(税務･不動産 など)外部連携(税務･不動産 など)

ライフイベント（ニーズ）

⾞の買替

結婚

便利な日常

基本方針Ⅰ基本方針Ⅰ

基本方針Ⅲ

基本方針Ⅱ基本方針Ⅱ

提供価値

利用される イメージが変わる あらゆる悩みを
相談される

すすめたくなる・
ファンになる 選ばれ続ける顧客状態

銀⾏にとって
の価値

顧客体験

デジタル利用・接点データ蓄積 パーソナライズによる効率的な提案活動 収益

投信投信

保険保険

住宅ローン住宅ローン

信託信託

無担保ローン無担保ローン

商品群

RM(リレーションシップマネージャー)RM(リレーションシップマネージャー)

パーソナライズ提案による
クロスユースの拡大投信･ローン

お客さま⼀⼈ひとりのライフスタイルに寄り添った価値を「デジタル × リモート × リアル」で提供

Web⾯談Web⾯談

いつでも、どこでも
生活の中でつながる



⃝ 法人においても、同様のカスタマージャーニーを表現しており、ゴールはファン

を増やしていくことになります。

⃝ 法人との取引では、ポータルを中心としたデジタル接点が極めて重要な位置づけ

となります。融資が解消していく取引先、純預金先へのアプローチなど、これま

で十分とは言えなかったお客さまへのアプローチを、デジタルを活用して効率的

に行い、専門的なソリューションを経営の補佐役として事業ステージに応じた課

題解決に貢献してまいります。

⃝ ２０頁をご覧ください。
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プロジェクトファイナンスプロジェクトファイナンス

法人のカスタマージャーニー

⾦融サービスが
便利で使いやすい

⾦融以外の会社経営に
役⽴つサービスがある

いつでもどこでも
相談しやすい

ちばぎんは事業経営
の頼りになる

困ったときには
まずちばぎん

資⾦管理

文書授受

オンライン融資

キャッシュレスキャッシュレス

法⼈
ポータル

法⼈
ポータル

便利で効率的な
⾦融取引

売上管理

パーソナライズパーソナライズ

ビジネス情報提供ビジネス情報提供

ビジネスマッチングビジネスマッチング

補助⾦診断サービス補助⾦診断サービス

⾮融資先にも役⽴つサービス

企画 ⼈事

営業 経理

事業ステージに応じた課題

総務

システム

脱炭素

ＤＸ

SDGｓ

労働⼒確保

店舗･渉外店舗･渉外 Web⾯談Web⾯談

ＬＢＯＬＢＯ

ノンリコースローンノンリコースローン

ファイナンス領域 ⾮ファイナンス領域

サステナブルファイナンスサステナブルファイナンス

資本性ローン / キャピタル出資資本性ローン / キャピタル出資

経営承継コンサルティング経営承継コンサルティング

ICTコンサルティングICTコンサルティング

事業再構築支援事業再構築支援

脱炭素支援脱炭素支援

ビジネスマッチングビジネスマッチング

不動産ファンド

広告事業
グループ

会社

経営者の補佐役として
課題解決に貢献

連携

法⼈ポータルをつうじて便利なサービス・役⽴つ情報を提供し、経営者の補佐役として事業者の経営課題解決に貢献

IPO

利用される イメージが変わる あらゆる悩みを
相談される

すすめたくなる・
ファンになる 選ばれ続ける顧客状態

銀⾏にとって
の価値

顧客体験

デジタル利用・接点データ蓄積 本部専⾨人員との連携による課題解決 収益

基本方針Ⅰ基本方針Ⅰ

基本方針Ⅲ

基本方針Ⅱ基本方針Ⅱ

提供価値

⾮融資先を含めた
あらゆる事業者とつながる



⃝ 基本方針Ⅰでは、Ｏｎｅ ｔｏ Ｏｎｅマーケティングにおける戦略を図で表して

います。様々なタッチポイントを通じて収集したデータを分析することで、お客

さまのニーズやライフプランを先読みし、商流の川上に立った提案を行います。

⃝ 提案にあたっては、リアル・リモート・デジタルのチャネルを拡充するととも

に、非金融サービスをより充実させ、幅広くお客さま一人ひとりのニーズに応え

ることで、カスタマーエンゲージメントの向上を目指します。また、この一連の

提案とお客さまからのフィードバックは、Ｏｎｅ ｔｏ Ｏｎｅマーケティングの

精度を更に高めるデータとして蓄積されていきます。

⃝ ２１頁をご覧ください。
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・口座開設
・デビットカード

・給振口座
・クレジットカード
・カードローン
・公共料⾦⽀払

・生命保険
・資産運用

・住宅ローン
・自動⾞ローン
・損害保険

・教育ローン
・保険の⾒直し

・退職⾦
・運用⾒直し

・遺言信託
・生前贈与

学生

就職

結婚・出産

住宅・⾞購⼊

⼦供の成⻑

定年

終活

基本方針Ⅰ︓One to One マーケティングの⾼度化

データを活用してお客さま毎の悩みに適した解決策を提案し、ファンを増やしていく

法人ポータルアプリ

窓口・渉外ATM

SNS

商流の川上に⽴った提案

多様な媒体からデータを収集

データ分析により､お客さまの
ニーズやライフプランを先読み

お客さまのニーズを喚起

ご希望に沿った商品・サービス

家計・ライフプランの診断

⾦融教育・資産運用情報

デジタルデジタル リモートリモート リアルリアル

・カスタマーエンゲージメント向上
・更なるデータの蓄積へ

住宅 ⾞

グリーン電⼒

旅⾏ブライダル

介護 終活

お客さま毎に最適なチャネルで
お客さま毎のライフプランにご提案

⾮⾦融サービスによる
提案ラインナップのさらなる充実



⃝ 基本方針のⅡ、個人ビジネスについてです。

⃝ 金融商品販売については、デジタル・リアルの接点を組み合わせて提供すること

で、お客さまにとって最高の接点を構築していきます。デジタルで、あらゆる金

融サービスをアプリなどオンラインで提供し、リアルでは、お客さまをよく知

り、ニーズ把握に特化したリレーションシップマネージャー型の営業活動を広げ

ていきます。

⃝ 住宅ローンでは、お客さまの検討、ローン実行、返済などのあらゆる段階で提案

を最適化し、事前申込件数と本申込への移行率を最大化していきます。また、無

担保ローンについてはアプリ内ローンの強化を進めてまいります。

⃝ ２２頁をご覧ください。
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ターゲットを絞ったプロモーションターゲットを絞ったプロモーション

基本方針Ⅱ︓個人ビジネス①

資産運用ポータルサイト

デジタル

リアル

データ活用

利便性の⾼いデジタルのタッチポイント （資産形成層中心）

① 専⾨性の⾼いリアル提案 （富裕層中心）

資産ポートフォリオ
⾒直し相続・贈与

タッチポイントの強化

中⽴的アドバイス

デジタル
バンク

お⾦の
総合コンサル

ニーズ喚起・提案

アプリ投信

⾦融教育・⾦融コラム

ライフプラン
シミュレーション

運用スタイル診断
運用シミュレーション

利便性の高い
取引チャネルの提供

ニーズ把握に特化し、専⾨部隊とともに課題解決提案

運用手段の多角化

あらゆる⾦融サービスをアプリ・オンラインで提供

約定ペーパーレス化
ポートフォリオ提案強化 提案時間の創出

② NISA利用促進による裾野拡大

検

討

申

込

審

査

アプリ内ローン
残⾼増強

借
入
・
返
済

新提案ツール

リアル・デジタルを組み合わせた最適な資産運用提案 検討 ➡ ローン実⾏ ➡ 返済 のあらゆる段階で提案を最適化

住宅ローンビジネスの強化

無担保
ローン

取組方針 具体策

物件探しからの関与 コンシェルジュサービスによる
商流の川上からの提案
コンシェルジュサービスによる
商流の川上からの提案

事前審査申込件数の増加

本審査申込率の引き上げ

不動産業者とのリレーション強化
（開発情報の共有、特殊案件のサポート）
ネット住宅ローンセンター強化
（ボリューム戦略、対象エリアの拡大）

不動産業者とのリレーション強化
（開発情報の共有、特殊案件のサポート）
ネット住宅ローンセンター強化
（ボリューム戦略、対象エリアの拡大）

審査基準の⾒直し
（年収上限、育休期間中の取組要件緩和）
新たな保証料区分の設定

審査基準の⾒直し
（年収上限、育休期間中の取組要件緩和）
新たな保証料区分の設定

ニーズに合わせた
柔軟な条件設定

住宅ローン以外の
取引開始・拡大

⾦融商品
保険・運用・カード等のクロスユース
リフォーム・住替え需要発生時の対応

⾮⾦融商品
住宅関連品販売

⾦融商品
保険・運用・カード等のクロスユース
リフォーム・住替え需要発生時の対応

⾮⾦融商品
住宅関連品販売



⃝ 信託・相続については、ニーズにあわせた提案の強化を図り、掌握財産に対する

提案の強化、非金融サービスへの横展開を広げていく事で、取引の拡大を進めて

いきます。

⃝ また、キャッシュレスに関しては、グループ会社の再編により推進体制を一層強

化します。ちばぎんＪＣＢカードの会員を本体に取り込むことでお客さまの購買

履歴と銀行のデータを組み合わせた分析が可能となります。消費行動などの予測

精度を高めることにより効果的なＯｎｅ ｔｏ Ｏｎｅマーケティングを実現し、

お客さまへのレコメンドや事業者の送客支援などを行っていきます。

⃝ ２３頁をご覧ください。
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33 
48 69 

3,040 4,415 
7,353 

2020/3 2023/3 2026/3

年間取扱⾼
（億円）

基本方針Ⅱ︓個人ビジネス②

県⺠の高齢化を⾒据え、信託･相続ビジネス機会は⼀段と拡大

グループ業務再編による体制強化

ちばぎん
JCBカード
ちばぎん
DCカード

千葉銀⾏

ちばぎん
JCBカード
ちばぎん
カード

現在 2023/10 以降

カード保証業務を残し、
JCBカード関連業務を移管

社名変更

千葉銀⾏

信託・相続関連業務の拡充

新商品の開発・既存商品の改良

横展開

⾮⾦融サービスへの展開

掌握財産を活用した取引拡大

深掘り

お客様の信頼を得て
他の⾦融財産も把握

⽼⼈ホーム

葬儀・墓石

旅⾏商品

リフォーム ⼆世帯住宅

ビジネスマッチングの拡大

ちばぎん商店の活用

運用商品

不動産活用
売却

保険
ほけんの

窓口

オンアド

連携強化

遺言信託動向（2021年度データ）

⾼齢者人口(65歳以上) 公正証書遺言作成件数

全国 3,672万⼈ 10万6千件

千葉県 173万⼈(4.77%) (推定) 5,057件

推定値は全国数値に千葉県の
⼈口割合(4.77%)をかけて算出 2021年度当⾏獲得件数793件

≒ 県内遺言の15.7%

1,338 

1,605 
1,734 1,771 1,809 1,878 

1,989 2,029 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

（ちばぎん総合研究所作成）

（千⼈）

県内⽼年人口推移⾒通し
実績 推計

地域エコシステム構築に向けて、キャッシュレス基盤を更に強化

カード発券機

銀⾏でのポイント付与・利用

経費精算システムとの連携

クーポン

548 832 1,188 
1,554 1,873 

2,554 

2020/3 2023/3 2026/3

グループ全体の計数計画

カード会員数・取扱⾼

カード加盟店数・取扱⾼

会員数
（千先）

年間取扱⾼
（億円）

加盟店数
（千店舗）

今後の機能拡充

セキュリティの強化

(計画)(⾒込)

(計画)(⾒込)



⃝ 法人ビジネスについてです。

⃝ デジタルでは、法人ポータルの強化による、事業活動に欠かせない基本インフラ

とすることで、純預金先を含めたあらゆるお客さまとの接点を強化します。リア

ルでは、コンサルティングファームのような専門性を持つ部隊を本部に構築し、

より専門的なサービスを提供していきます。

⃝ 経営者の補佐役として、企業のＢＳ・ＰＬの各項目に対するソリューションを幅

広く提供し、事業活動における様々な経営課題の解決に貢献していきます。

⃝ ２４頁をご覧ください。
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基本方針Ⅱ︓法人ビジネス

⾦融ビジネスの深化 ⾮⾦融ビジネスの広がり

デジタル

リアル

事業者と銀⾏をつなぐ
あらゆるサービスのハブとなるデジタルチャネル

コンサルティングファームの専⾨性を提供

本質的経営課題への伴走⽀援

事業活動に不可⽋な基本インフラへ

⾦融基本機能・コミュニケーション機能

事業情報 デジタルサービス

■ 顧客接点の強化
■ (他⾏含めた)トランザクションデータの蓄積

ちばぎん
ビジネスポータル 融資先 ⾮融資先＋

法⼈ポータルをつうじて便利なサービス・役⽴つ情報を提供し、経営者の補佐役として事業者の経営課題解決に貢献

利便性の⾼いデジタルのタッチポイント

ポータルでいつでもつながり
リアルで専⾨的な提案

デジタル×リアルでの強い顧客接点を形成 様々な経営課題へのソリューションを提供

・固定資産のスリム化
・生産拠点の拡充・建替
・遊休資産の活用

B/Sに関する経営課題 P/Lに関する経営課題

・支払業務の合理化
・安定した資⾦の調達
・資⾦調達⼿法の多様化
・株式の承継

資産

負債・純資産

⾼度な提案体制の構築

・販路拡大（ちばぎん商店のECサイト活用）
・販売代⾦回収の効率化
・新商品開発

・製造コストの最適化
・広告、商品PR
・⼈材採用費の最適化
・経費支払の最適化

売上増強

コスト最適化

各種事業計画の策定サポート（設備投資・SDGs戦略・DX・人材育成等）

広告事業による
販促⽀援

・部門間の連携強化

・グループ⼀体での提案強化

・海外ネットワークの強化

営業部⾨
・環境変化に応じた取引先業況の把握
・営業部門と連携したソリューション検討

審査部⾨

・アライアンス⾏との連携
・顧客支援に資する業務提携の拡充

提携先
営業統括部（新設）

グループ戦略部（新設）

不動産ファンドを
活用した資産流動化



⃝ 新事業についてです。ちばぎん商店、オンアド、不動産ファンドなど、既に参入

した事業領域については、次のステージに向けて強化していきます。

⃝ 商店ではステップ２におけるコンシェルジュサービス、ステップ３のくらしにつ

ながるサービス提供の検討を進めます。

⃝ オンアドでは、中立的な金融サービスの提供を通じ、社会におけるファイナン

シャル・ウェルネスへの取組強化に貢献していきます。

⃝ 不動産ファンドでは、お客さまの不動産流動化ニーズにお応えできる体制を整え

ることでソリューション機能を高度化させていきます。

⃝ ２５頁をご覧ください。
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STEP1
地域産品

STEP2
ライフ
イベント

STEP３
くらし

千葉発の｢地方創生の起爆剤｣を生み出す

商流の川上に⽴った新たなビジネスモデルを確⽴

不動産
業者

不動産
業者

住宅購⼊に関する
コンシェルジェサービス

データ活用･
パーソナライズで
潜在ニーズ発掘

食品小売

【主要領域】

教育健康/介護

基本方針Ⅲ︓新事業①

前中計で開始した新事業は、成⻑に向けた次のステージへ

活用イメージ①〜CRE戦略〜

取引先の保有不動産

物件買取

売却代⾦

(流動化･リースバック)

ちばぎん商店

新商品・サービスの
発掘・創出

継続販売 ブランド化

オンアド

心⾝の健康のみならず、⾜元の⾦銭的な義
務を果たすことができ、将来の⾦銭的な状
況について安心感があり、生活を楽しむた
めの選択ができる状態を構築する概念

ファイナンシャル・ウェルネスとは

中⽴性

オンライン
完結

アドバイス
特化

不動産ファンドによる
ソリューション機能⾼度化

活用イメージ②〜開発受け⽫〜

取引先が開発・有効活用 資⾦調達余⼒確保・補完

受け⽫機能提供

成⻑資⾦
捻出

有利子負債
圧縮

大規模投資
サポート

不動産所有
安定化

オンアドをつうじて
資産形成に貢献

新たな日常における消費活動を⽀援し、
「くらしとつながる」を実現する



⃝ 新たに、広告事業、エネルギー事業に参入します。

⃝ 広告事業では、地域の事業者と地域内外の消費者を繋ぎ、地域経済の活性化を図

る地域エコシステムの創造を進めます。４月より当行アプリやＡＴＭなどに広告

掲載をする広告媒介事業のテストセールスを開始します。

⃝ エネルギー事業では、発電管理や電力販売事業への参入を目指し、当行グループ

に加え、電力小売事業者と地域のお客さまをつなげることで地域の地産地消モデ

ルを構築します。

⃝ 現在検討中のＢａａＳ、メタバース、マネロン事業のほか、今後も新たな事業分

野に参入することで、非金融サービスの充実、収益の多角化を図っていきます。

⃝ それではここで、当行が目指すサービスの未来像について、５分程度のコンセプ

トムービーをご覧いただきたいと思います。

⃝ 【動画視聴】

⃝ いかがでしたでしょうか。金融のみならず非金融サービスでもお客さまの暮しと

つながっていく銀行を目指し、本中計を進めていきます。

⃝ 続いて、価値創出の基盤について説明します。２７頁をご覧ください。
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事業者事業者

基本方針Ⅲ︓新事業②

広告事業やエネルギー事業に加え、今後も新たな事業分野に参⼊して、⾮⾦融サービスの充実・収益の多⾓化を図る

広告事業 BaaS事業

当⾏内々定者や自治体向けイベント等
の運営でノウハウを蓄積

取引先企業と実用化に向けた
検討を開始

メタバース

マネロンエネルギー事業

発電管理
発電設備の運営・管理
発電管理
発電設備の運営・管理

その他
コンサルサービス
環境価値購⼊紹介

その他
コンサルサービス
環境価値購⼊紹介

電⼒販売
自社設備による発電・販売
電⼒販売
自社設備による発電・販売

ちばぎん
グループ
ちばぎん
グループ

電⼒小売
事業者

電⼒小売
事業者

地域の
お客さま
地域の

お客さま

⾦融・その他
機能を提供

⾦融・その他
機能を提供

アプリ

広告

ポイント基盤

キャッシュレス

キャッシュレス
プラットフォーム
決済機能を提供し、現⾦事務
の削減や管理業務を効率化

ローン機能
オートローンやカードローン
機能の提供

事業者の
お客さま
事業者の
お客さま

AML業務の⾼度化・効率化
当局要求⽔準に対応したノウハウ
の共有・展開

共同化
共同システムを活用した将来的な
業務集約（受託）の検討

コンサルティング

広告会社業
集客・認知に関する事業課題に対し、
広告コンサルティングでサポート

課題

広告媒体業

当⾏チャネルや他社チャネルを活用し、
信用⼒の⾼い広告配信の機会を増加

広告配信
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「価値創出の基盤」について



⃝ ＤＸについては、後程グループＣＤＴＯである淡路から説明をしますので詳細は

割愛しますが、最重要戦略として引き続き強化を図ります。

⃝ ２８頁をご覧ください。
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基盤Ⅰ︓ＤＸ戦略

お客さま中心のビジネスモデルを進化

個⼈のお客さまのニーズ 法⼈のお客さまのニーズ
最⾼の顧客体験の創造

パーソナライズ戦略パーソナライズ戦略 地域エコシステム戦略地域エコシステム戦略

お客さま中心のビジネスモデルの進化

戦略を加速するための⼈材開発

銀⾏業務を効率化する
業務インフラ開発

AD

戦略効果を上げるためのデジタルマーケティング

お客さまとつながる
デジタルインフラ開発

プラットフォームや
新技術で事業を支援

販売をデジタルで
支援

ニーズをデジタルで
支援

⾮⾦融事業の創造⾮⾦融事業の創造⾦融事業の進化⾦融事業の進化

アプリ
法⼈ポータル

ペーパーレス
印鑑レス

地域商社

広告事業

プラットフォーム

BaaS
新技術



⃝ ＧＸについては、当行グループの脱炭素と地域のお客さまの脱炭素支援を両輪で

進め、２０３０年度の当行グループカーボンニュートラル、２０５０年度の千葉

県全体のカーボンニュートラル達成に向け、地域を牽引した取組みを強化してい

きます。

⃝ ２９頁をご覧ください。
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基盤Ⅱ︓ＧＸ

地域における脱炭素の
取組みを牽引し、

千葉県の持続的な発展に貢献する

地域の脱炭素化により、千葉県全体の持続的な発展に貢献

SDGs経営の⽀援

脱炭素に向けたコンサルティング

 事業性評価へのESG要素の取り込み
 経営承継コンサルティング

 温室効果ガス排出量測定支援
 太陽光発電設備導⼊支援

法⼈の
お客さま

個⼈の
お客さま

 サステナ住宅応援割
 SDGs割引ローン

 SDGs包括連携協定
 ちばSDGsパートナー

登録企業の増強
 脱炭素先⾏地域の支援
 ちばSDGs推進

ネットワークの活用

ひまわりグリーンエナジー㈱
の設⽴

再生可能エネルギーの
地産地消モデル構築

照明設備のLED化 環境対応⾞の導⼊ 太陽光発電
設備の導⼊

ZEB・
省エネ店舗の設置

再エネ電⼒の
利用拡大

自治体との連携2031年3月目標 カーボンニュートラル

サステナブル・ファイナンス 目標
（2019年4月〜累計実⾏額）

※自社の排出にかかるSCOPE1＋SCOPE2を対象

2022/9 2026/3 2031/3 2022/9 2026/3 2031/3

うち、
環境ファイナンス

サステナブル・
ファイナンス

2031年3月
ちばぎんグループ

カーボンニュートラル

2050年
千葉県の持続的な発展

千葉県全体の
カーボンニュートラル

ちばぎんグループの脱炭素

お客さまの脱炭素⽀援

⽬標
2兆円

0.8兆円
0.3兆円

⽬標
0.6兆円

⽬標
1兆円

LED

⽬標
1.2兆円



⃝ アライアンスについては、当行最大の差別化戦略であり、引き続き提携を一段と

進化させていきます。

⃝ ＴＳＵＢＡＳＡでは、各施策のプラットフォーム化を強化し、他行・異業種との

連携強化を目指します。

⃝ 千葉・武蔵野アライアンスでは、あらゆる分野の共同化・共通化を加速させま

す。

⃝ 千葉・横浜パートナーシップでは、トップ地銀同士のノウハウ展開を行っていき

ます。

⃝ ３０頁をご覧ください。
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基盤Ⅲ︓アライアンス

 各地域のトップ地銀による広域連携
 総資産96兆円（2022/3）
 顧客数は個⼈2,700万⼈･

法⼈220万先とメガバンクに匹敵

全国にまたがる広域連携

各施策をプラットフォーム化
アライアンス施策をプラットフォーム化して
連携・共同化をさらに深化

他⾏・異業種連携を強化し、アライアンス
を拡大

×

進化した地方銀⾏の姿を実現

トップ地銀同士のノウハウを展開

提携戦略の進化

トップライン向上

コスト削減 プレゼンス向上

経営統合によらない
新たな地銀連携モデル

他⾏・異業種連携の強化

首都圏を地盤とした地銀
トップ⾏同⼠の連携

×

×

 あらゆる分野の共同化･共通化を加速
 首都圏における存在感の拡大

 スケールメリットを活かした連携により
都内のシェア拡大

 付加価値の高い⾦融サービスを提供

TSUBASAアライアンス 千葉・武蔵野アライアンス

千葉・横浜パートナーシップ

フェーズ1 実績
（当初〜2021/3）

フェーズ2 計画
（2021/4〜2026/3）

累計
143億円

累計
150億円

2020/3 2021/3 2022/3 2022/9 2026/3

166億円
15億円 84億円

218億円

5年計画
累計

200億円
（2024/3末）



⃝ 昨年、ソニーグループのソニー銀行と提携を行いました。ソニー銀行との提携で

はデジタル戦略を更に進化させると共に、お互いの得意分野を生かしながら、新

たな価値を生み出してまいります。

⃝ その他のパートナーとも、今後も当行グループのサービス高度化を実現する戦略

として異業種との連携を積極的に行っていきます。

⃝ ３１頁をご覧ください。
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最新デジタル技術等の活用

両⾏の強みとする商品・サービスの相互提供

最新デジタル技術等の活用

両⾏の強みとする商品・サービスの相互提供

基盤Ⅲ︓異業種連携

多様な異業種連携をつうじて、組織としての価値提供能⼒を向上させる
ソニー銀⾏

デジタル技術や商品・サービスの相互提供

外貨サービス 資産運用・信託・相続 キャッシュレス

ブロックチェーンの活用に関する共同研究

住宅ローンのDXに向けた共同研究

持続可能な社会の発展に向けた共同研究

ブロックチェーンの活用に関する共同研究

住宅ローンのDXに向けた共同研究

持続可能な社会の発展に向けた共同研究

テクノロジーの活用についての共同研究

銀⾏債権のセキュリティートークン化・相互販売

AI審査モデルの高度化

社会的意義のある取組へのクラウドファンディング相互紹介

リモートチャネルの利便性向上を狙い、
テレプレゼンスシステム「窓」を正式に導⼊

資本を活用した連携も視野に、
新たなパートナーとの協業を模索

事業者との連携

地元自治体・公的機関との連携

株式会社チェンジ
ＤＸ推進・自治体のＤＸ化支援

株式会社ウェザーニューズ
気候変動情報開示の協働

株式会社ゼロボード
お客さまの脱炭素への取組支援

株式会社ウェルスナビ
運用ロボアドバイザーの導⼊

量⼦科学技術研究開発機構
研究成果の事業化支援

千葉県千葉市・国⼟交通省関東地方整備局
道路空間を活用した賑わい創出

県内各自治体
地方創生・地域活性化の連携

深化・発展を
⾒据えて展開

多様な企業・組織・自治体と連携し、
新たな価値の提供を目指す



⃝ 人材育成方針は、パーパス実現に必要な人材を育てていくための基本方針として

制定しました。

⃝ 人材戦略についても、後程グループＣＨＲＯである牧之瀬から説明しますので詳

細は割愛しますが、人材を最も重要な経営資本と位置づけ、最適な人材ポート

フォリオを構築してまいります。

⃝ ３２頁をご覧ください。
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法⼈営業担当 50名
個⼈営業担当 50名
DX⼈材 60名
本部⼈材
法⼈ソリューション、審査、
マーケット、企画等

90名

経営⼈材 30名

基盤Ⅳ︓人材育成方針の制定・人材戦略の全体概要

重点戦略重点戦略 ①キャリアステップ⽀援①キャリアステップ⽀援 ③多様性のある組織③多様性のある組織➁働きがい➁働きがい ④グループ一体運用④グループ一体運用

お客さまの思い
を実現する

お客さま

職員の思い
を実現する

従業員

⑤人材ポートフォリオ⑤人材ポートフォリオ

「人が育つちばぎんグループ」の構築「人が育つちばぎんグループ」の構築 「エンゲージメントの⾼い人材と組織」の創出「エンゲージメントの⾼い人材と組織」の創出

⽬指す姿

「共に走り続ける人に。」 考え抜け 自分の強みを持て 仲間を増やせ

自己成⻑
働きがい・処遇の向上

自己成⻑
働きがい・処遇の向上地域社会の持続的成⻑地域社会の持続的成⻑

育成人数

148名 280名＋132名

前中計実績 今中計計画

人材育成方針（パーパスに向けた方針）

人材戦略（新中計における戦略）

「⼈材」を最も重要な経営資本と位置づけ、パーパス実現に必要な⼈材を育てていくための⼈材育成方針を制定

多様な専⾨家

社会的価値の提供



⃝ グループビジネスについては、既存のグループ会社における既存事業の磨き上げ

に加え、新事業領域の拡大を進めてまいります。

⃝ 銀行グループとして、グループ会社の営業面・管理面など業務執行全般を統括す

る「グループ戦略部」を新設して、持株会社体制に相当するグループ一体経営を

実現していきます。グループ一体での人事運用を加速させ、グループ一括採用を

開始するほか、グループ会社との人材交流も積極的に行い、若手の段階で銀行か

らグループ会社、グループ会社から銀行へ活躍のフィールドを広げていくような

キャリアパスを増やしていきます。

⃝ 以上で、私からの説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。
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新事業領域

基盤Ⅴ︓グループ・ガバナンス

グループ戦略部

リスク管理

経営資源配分

施策等

ち
ば
ぎ
ん
証
券

ち
ば
ぎ
ん
リ
ー
ス

ち
ば
ぎ
ん
総
研

（
グ
ル
ー
プ
全
15
社
）

…

…

…

グループ各社の
企画・推進を統括

リスク管理・経営資源配
分・施策等の統括

持株会社体制に相当する
グループ一体経営を実現

グループ会社の営業⾯・
管理⾯など執⾏全般を統括

既存のグループ会社における既存事業の磨き上げに加え、新事業領域の拡大

既存領域の磨き込み 新事業領域の拡大

グループ一体採用 人事の流動化

業務推進グループ管理グループ

グループビジネスの拡大 グループ管理態勢の⾼度化

グループ内

ちばぎんリース

ちばぎんAM

ちばぎんキャピタル

ちばぎん証券

ちばぎん保証 ちば債権回収

T＆Iイノベーションセンター

ちばぎんキャリアサービス

ちばぎんJCBカード

ちばぎんDCカード

ちばぎん商店

ひまわり
グリーンエナジー

総武

ちばぎんハートフル

ファイナンス領域 コンサル・ソリューション領域

システム領域

資産運用領域 店舗・施設管理等

特例⼦会社

…更なる新事業の検討

ちばぎん総合研究所

ちばぎんコンピューターサービス

オンアド

バイアウトファンド

マネロン新会社（検討）

グループ外

個⼈オートリース
新領域 新領域

「グループ戦略部」を新設「グループ戦略部」を新設

人事のグループ一体運用人事のグループ一体運用

異業種との資本提携も検討
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本資料に関するご意⾒、ご感想、お問い合わせは
下記ＩＲ担当までお願いいたします。

株式会社 千葉銀⾏経営企画部（ＩＲ担当）

Tel : 043-301-8459
Fax: 043-242-9121

E-Mail: ir@chibabank.co.jp

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘
するものではありません。
本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。
本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を
保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。
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